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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結
累計期間

第68期
第３四半期連結
会計期間

第69期
第３四半期連結
会計期間

第68期

会計期間

自平成20年
６月１日
至平成21年
２月28日

自平成21年
６月１日
至平成22年
２月28日

自平成20年
12月１日
至平成21年
２月28日

自平成21年
12月１日
至平成22年
２月28日

自平成20年
６月１日
至平成21年
５月31日

売上高（百万円） 31,176 32,496 8,831 10,747 45,355

経常利益（百万円） 738 1,467 606 665 675

四半期（当期）純利益又は純損失

（△）　（百万円）
△927 1,131 346 585 △1,709

純資産額（百万円） － － 76,969 73,551 72,399

総資産額（百万円） － － 87,391 85,964 85,602

１株当たり純資産額（円） － － 1,553.741,599.491,574.47

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は純損失金額（△）（円）
△18.75 24.64 7.00 12.75 △34.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 88.0 85.5 84.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
415 3,304 － － 680

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△838 △178 － － 2,622

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△997 △1,283 － － △4,705

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 5,164 7,281 5,304

従業員数（人） － － 1,785 1,794 1,823

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年２月28日現在

従業員数（人） 1,794(744)

　（注）  従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む。）で

あり、臨時雇用者数（嘱託、パートタイマー）は、当第３四半期連結会計期間の平均人数を（　）外数で記載し

ております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年２月28日現在

従業員数（人） 584 (195)

　（注）  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（嘱託、パートタイマー）は、当第３四半期会計期間の平均人数を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当第３四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日　
至　平成22年２月28日）

　
前年同四半期比（％）

　

卸売事業（百万円）  2,945 1.0

小売事業（百万円） 1,738 △5.9

その他事業（百万円）  182 94.6

合計（百万円） 4,866 0.2

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日　
至　平成22年２月28日）

　
前年同四半期比（％）

　

卸売事業（百万円） 8,390 31.9

小売事業（百万円） 2,168 △9.7

その他事業（百万円） 187 169.5

合計（百万円）  10,747 21.7

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間（平成２１年１２月１日～平成２２年２月２８日）における世界経済は、高成長を続け

る中国経済に牽引されてアジア諸国に回復傾向が見られるものの、米国では雇用・所得環境等で厳しい状況が続いて

おり、欧州でも個人消費・設備投資は総じて低調な水準にとどまっております。わが国経済は、好調な輸出に支えら

れ、一部に持ち直しが見られるものの、国内需要の回復がなお弱く、設備投資や個人消費は力強さを欠く状況が続いて

います。

種苗業界におきましては、花の需要は消費者の節約志向増大、生産農家の経営悪化等から世界的に減退しておりま

すが、野菜については、わが国では、食の安心・安全への関心の高まりとともに景気低迷による生活防衛のためもあっ

て、野菜種子の需要は底堅く推移しております。また、中国・インド等新興国におきましても、野菜種子に対する需要

が有望視されております。

このような環境下、当社グループは、花ではトルコギキョウや新商品のヒマワリ、野菜においては、ブロッコリー、ト

マト、ホウレンソウ、ペッパー、キャベツ、ニンジン等の戦略商品に注力し、シェアアップを図っております。

これらの結果、当期間の業績は、前年同期比為替レートが円安に動いた影響もあって、売上高１０７億４７百万円

（前年同期比１９億１５百万円、２１．７％増）、営業利益６億１６百万円（前年同期比１億８２百万円、４２．１％

増）となりました。一方、為替差損は増加したものの投資有価証券評価損が発生しなかったことにより経常利益と四

半期純利益は、それぞれ６億６５百万円（前年同期比５９百万円、９．８％増）、５億８５百万円（前年同期比２億３

９百万円、６９．０％増）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

①卸売事業　　

　野菜種子分野は、南米、北米が好調で、国内、欧州とも堅調に推移したことから、全体では前年同期比増収となりまし

た。花種子分野は、北米、南米で堅調に推移したものの、国内、欧州での売上の低迷が続いており微増収にとどまりまし

た。苗木分野は、欧州で大幅な減収となりました。

　これらの結果、売上高は前年同期比２０億３０百万円（同３１.９％）増の８３億９０百万円、営業利益は同比１億

９７百万円（同１１．５％）増の１９億２０百万円と増収増益となりました。

②小売事業

　ホームガーデン分野は、個人消費の不振が影響して、いずれも全般的に伸びを欠き、前年同期比やや減収となりまし

た。通信販売分野の売上も、苗木、資材が伸びず、減収となりました。ガーデンセンターにおいても減収です。

　これらの結果、売上高は前年同期比２億３３百万円（同９.７％）減の２１億６８百万円となり、営業損益は同比１

億１百万円悪化し、引き続き１億７２百万円の損失になりました。 

③その他事業

　造園分野は、屋上緑化植栽管理に注力し、全体として堅調に推移しました。

　これらの結果、売上高は前年同期比１億１８百万円（同１６９．５％）増の１億８７百万円、営業利益は同比１５百

万円改善し１百万円となり、増収かつ黒字化しました。 

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　卸の売上は、花種子、球根が伸び悩んだものの、野菜種子、苗木、園芸資材が堅調に推移し、前年同期比増収となりまし

た。一方、小売の売上は、全般的に伸び悩み、同比減収となりました。　

　これらの結果、売上高は前年同期比９３百万円（同１．４％）減の６６億９０百万円、営業利益は同比２百万円（同

０．１％）増の１６億１８百万円と減収微増益になりました。

②北米

　野菜種子は、ブロッコリー、キャベツが好調に推移し、前年同期比現地通貨ベースでも円ベースでも増収となりまし

た。花種子は、ガーベラが伸び悩みましたが、パンジー、ジニア、プリムラ等で盛り返し、現地通貨ベースでも円ベース

でも増収となりました

　これらの結果、売上高は前年同期比６億３６百万円（同７４．９％）増の１４億８７百万円となり、営業損益は同比

２億１４百万円改善し、１８百万円の黒字となりました。

③欧州

　野菜種子は、スイカが不振でしたが、ブロッコリー、カボチャ、トマトが好調で売上は前年同期比現地通貨ベースでも

円ベースでも増収となりました。花種子は、トルコギキョウが健闘しましたが、ガーベラ、ラナンキュラスが伸びず、現

地通貨ベースでの売上は同比減収となりました。　

これらの結果、売上高は前年同期比４億１７百万円（同４７．７％）増の１２億９４百万円、営業損益は同比２１
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百万円改善しましたが、引き続き９百万円の損失を計上しました。

④その他地域

　南米では、現地通貨ベースおよび円ベース双方で前年同期比増収となりましたが、アジアではいずれも減収となりま

した。野菜種子は、南米ではトマト、カボチャ、レタスが好調でしたが、アジアではブロッコリー、ニンジン、カリフラ

ワーが伸び悩みました。一方花種子は、南米ではトルコギキョウ、ガーベラが健闘し、アジアでもトルコギキョウが好

調でした。

これらの結果、売上高は前年同期比９億５４百万円（同２９７．２％）増の１２億７５百万円、営業利益は同比１

億２６百万円改善し４８百万円となり、大幅増収かつ黒字化を達成しました。 

　

(2) 財政状態

①　資産の部

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ３億６１百万円増加し８５９億６４百万

円となりました。これは主に現金及び預金が３１億３２百万円増加、受取手形及び売掛金が２０億９８百万円減少、投

資有価証券が６億２０百万円減少したこと等によるものです。

②　負債の部

負債合計は、前連結会計年度末に比べ７億９０百万円減少し１２４億１２百万円となりました。これは主に短期借

入金が１４億８３百万円減少、その他流動負債が６億９７百万円減少、長期借入金が９億５９百万円増加したこと等

によるものです。

③　純資産の部

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１１億５２百万円増加し７３５億５１百万円となりました。これは主に利

益剰余金が４億４２百万円増加し、為替相場が円安に振れたため為替換算調整勘定が６億５４百万円増加したこと等

によるものです。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の８４．５％から８５．５％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は７２億８１百万円となりまし

た。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果支出した資金は１億７１百万円（前年同期比６億７３百万円減）となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純利益７億８４百万円、減価償却費５億円、売上債権の増加による資金の減少４億２４百万円、たな卸資

産の増加による資金の減少３億４８百万円、その他の資金の減少３億８５百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は５億６５百万円（前年同期比９２百万円減）となりました。これは主に、定期預金の

純増による支出８億２７百万円、有形固定資産の取得による支出８億８３百万円、有価証券の償還による収入５億３

０百万円、保険金満期による返戻金収入３億９７百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は１０億７４百万円（前年同期は１億４４百万円の収入）となりました。これは主に、

短期借入金の純減による支出５億８１百万円、配当金の支払額４億５９百万円等であります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題については重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、５億２０百万円であります。なお、当第

３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 104,000,000

計 104,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年２月28日）

提出日現在発行（株）
（平成22年４月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 50,910,750 50,910,750 
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 50,910,750 50,910,750 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年12月１日～

平成22年２月28日
　－　 50,910,750－　 13,500 －　 10,823

 

（５）【大株主の状況】

　　　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ　　　ん。
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（６）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記　載

することができないことから、直前の基準日（平成21年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

 平成22年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　　　　　－

議決権制限株式（その他） － － 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   4,983,400 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　45,858,700 458,587　　　　　同上

単元未満株式 普通株式      68,650 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 50,910,750 － －

総株主の議決権 － 458,587 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、すべて自社保有の自己株式であります。

　　　　２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権の数３個）含

まれております。　　　　

 

②【自己株式等】

 平成22年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社サカタのタネ　
横浜市都筑区仲町台二丁

目７番１号　
4,983,400－ 4,983,400 9.78

計 － 4,983,400－ 4,983,400 9.78

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
６月

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
平成22年
１月

２月

最高（円） 1,354 1,418 1,439 1,431 1,447 1,426 1,419 1,368 1,207

最低（円） 1,275 1,271 1,372 1,336 1,326 1,320 1,345 1,154 1,142

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年12月１日から平

成21年２月28日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年６月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,324 10,192

受取手形及び売掛金 ※1
 10,671

※1
 12,769

有価証券 － 735

商品及び製品 15,749 14,912

仕掛品 869 997

原材料及び貯蔵品 1,875 1,962

未成工事支出金 143 91

繰延税金資産 1,055 656

その他 2,225 1,830

貸倒引当金 △287 △260

流動資産合計 45,627 43,887

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 25,885 25,888

減価償却累計額 △15,431 △14,927

建物及び構築物（純額） 10,453 10,961

機械装置及び運搬具 8,226 8,162

減価償却累計額 △6,897 △6,729

機械装置及び運搬具（純額） 1,329 1,433

土地 14,060 13,941

建設仮勘定 854 381

その他 2,324 2,379

減価償却累計額 △1,833 △1,826

その他（純額） 491 553

有形固定資産合計 27,189 27,271

無形固定資産 1,568 1,828

投資その他の資産

投資有価証券 9,956 10,577

長期貸付金 281 6

繰延税金資産 936 910

長期預金 － 300

その他 838 1,263

貸倒引当金 △433 △442

投資その他の資産合計 11,579 12,615

固定資産合計 40,336 41,714

資産合計 85,964 85,602
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 2,666

※1
 2,774

短期借入金 1,766 3,249

未払法人税等 799 278

繰延税金負債 27 23

役員賞与引当金 － 6

その他 3,269 3,966

流動負債合計 8,529 10,299

固定負債

長期借入金 995 36

繰延税金負債 188 201

退職給付引当金 1,406 1,327

役員退職慰労引当金 275 228

負ののれん 7 8

その他 1,009 1,101

固定負債合計 3,883 2,904

負債合計 12,412 13,203

純資産の部

株主資本

資本金 13,500 13,500

資本剰余金 10,823 10,823

利益剰余金 58,720 58,278

自己株式 △6,687 △6,685

株主資本合計 76,356 75,915

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 218 167

為替換算調整勘定 △3,115 △3,770

評価・換算差額等合計 △2,897 △3,603

少数株主持分 92 87

純資産合計 73,551 72,399

負債純資産合計 85,964 85,602
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
　至　平成21年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成22年２月28日)

売上高 31,176 32,496

売上原価 15,173 15,840

売上総利益 16,002 16,655

販売費及び一般管理費 ※1
 14,581

※1
 15,333

営業利益 1,421 1,322

営業外収益

受取利息 206 117

受取配当金 275 203

受取賃貸料 169 157

負ののれん償却額 13 4

その他 144 112

営業外収益合計 810 596

営業外費用

支払利息 72 57

為替差損 937 324

投資有価証券運用損 370 －

その他 112 69

営業外費用合計 1,493 451

経常利益 738 1,467

特別利益

固定資産売却益 47 20

投資有価証券売却益 － 417

その他 23 12

特別利益合計 70 450

特別損失

減損損失 22 50

投資有価証券評価損 917 267

補償費 36 －

たな卸資産評価損 246 －

その他 76 70

特別損失合計 1,300 387

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△491 1,530

法人税、住民税及び事業税 337 720

法人税等調整額 92 △332

法人税等合計 429 388

少数株主利益 6 10

四半期純利益又は四半期純損失（△） △927 1,131
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年12月１日
　至　平成21年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年２月28日)

売上高 8,831 10,747

売上原価 4,373 4,971

売上総利益 4,458 5,776

販売費及び一般管理費 ※1
 4,024

※1
 5,159

営業利益 433 616

営業外収益

受取利息 81 41

受取配当金 48 39

受取賃貸料 52 47

負ののれん償却額 4 1

その他 84 51

営業外収益合計 270 181

営業外費用

支払利息 10 25

為替差損 37 85

投資有価証券運用損 46 －

その他 4 21

営業外費用合計 98 133

経常利益 606 665

特別利益

固定資産売却益 27 12

貸倒引当金戻入額 18 －

投資有価証券評価損戻入益 － 109

その他 2 0

特別利益合計 48 123

特別損失

固定資産売却損 － 2

減損損失 1 0

投資有価証券評価損 152 －

その他 56 0

特別損失合計 209 3

税金等調整前四半期純利益 445 784

法人税、住民税及び事業税 108 242

法人税等調整額 △4 △41

法人税等合計 104 200

少数株主損失（△） △5 △1

四半期純利益 346 585
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
　至　平成21年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△491 1,530

減価償却費 1,421 1,465

負ののれん償却額 △13 △4

貸倒引当金の増減額（△は減少） 69 △9

受取利息及び受取配当金 △482 △320

支払利息 72 57

為替差損益（△は益） 391 154

減損損失 22 50

投資有価証券売却損益（△は益） － △417

投資有価証券評価損益（△は益） 917 267

投資有価証券運用損益（△は益） 370 △19

売上債権の増減額（△は増加） 2,070 2,413

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,173 △706

仕入債務の増減額（△は減少） △430 △258

未払金の増減額（△は減少） △2,469 △1,050

その他 △99 68

小計 176 3,221

利息及び配当金の受取額 476 322

利息の支払額 △91 △57

法人税等の還付額 55 142

法人税等の支払額 △202 △324

営業活動によるキャッシュ・フロー 415 3,304

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4,471 △1,630

定期預金の払戻による収入 2,451 679

有価証券の売却による収入 － 41

有形固定資産の取得による支出 △750 △1,302

有形固定資産の売却による収入 50 220

無形固定資産の取得による支出 △393 △74

有価証券の償還による収入 － 718

投資有価証券の取得による支出 △268 △101

投資有価証券の売却による収入 － 755

投資有価証券の償還による収入 2,500 50

保険積立金の払戻による収入 － 397

その他 44 66

投資活動によるキャッシュ・フロー △838 △178

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △227 △1,441

長期借入れによる収入 － 932

自己株式の取得による支出 △3 △1

配当金の支払額 △745 △691

その他 △20 △81

財務活動によるキャッシュ・フロー △997 △1,283

現金及び現金同等物に係る換算差額 △482 135

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,903 1,977

現金及び現金同等物の期首残高 7,067 5,304

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,164

※1
 7,281
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1) 連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間より、Bayview Ridge Properties, LLC を新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。

　当第３四半期連結会計期間より、Sakata America Holding Company, Inc.を新たに設

立したため、連結の範囲に含めております。

　Sakata Ornamentals Chile LTDAは、Sakata Seed Chili S.A.に吸収合併され消滅した

ため、当第３四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外しております。　

(2) 変更後の連結子会社の数

　40社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりました

が、第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号 平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、第１四半期連結会計期間

に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間においては、工事進行基準に該当する工事契約はな

く、すべての工事について工事完成基準を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

　

【表示方法の変更】

 当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
　　至　平成22年２月28日）　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　　前第３四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「長期借入れによる収入」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしまし

た。

　　なお、前第３四半期連結累計期間の「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「長期借入れに

よる収入」は９百万円であります。　
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

１.棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては実地棚卸を省略し、第２四半期

連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

  棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売

却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

２.固定資産の減価償却費の

算定方法

　減価償却の方法として定率法を採用している場合に、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

３.法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度以降に経営環境等、かつ、一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度において

使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

税金費用の計算 　当社及び主たる国内連結子会社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含

む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、当社及び主たる国内連結子会社の法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に

含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年２月28日）

前連結会計年度末
（平成21年５月31日）

※１ 期末日満期手形 ※１ 期末日満期手形

　　　　期末日満期手形の会計処理については、当第３四半期

連結会計期間の末日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。期末日満期手形の金額は次のとおりであります。

　　　　期末日満期手形の会計処理については、当連結会計年

度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。期末日満

期手形の金額は次のとおりであります。

受取手形 270百万円

支払手形 0百万円

受取手形 392百万円

支払手形 4百万円

 

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売荷造費 386百万円

運搬費 814 

広告宣伝費 577 

貸倒引当金繰入額 139 

従業員給料手当 5,473 

退職給付費用 215 

役員退職慰労引当金繰入額 30 

減価償却費 1,147 

販売荷造費 382百万円

運搬費 806 

広告宣伝費 612 

貸倒引当金繰入額 84 

従業員給料手当 5,647 

退職給付費用 287 

役員退職慰労引当金繰入額 39 

減価償却費 1,203 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売荷造費 117百万円

運搬費 229 

広告宣伝費 165 

従業員給料手当 1,525 

退職給付費用 61 

役員退職慰労引当金繰入額 6 

減価償却費 349 

販売荷造費 117百万円

運搬費 224 

広告宣伝費 239 

貸倒引当金繰入額　 29　

従業員給料手当 1,821 

退職給付費用 99 

役員退職慰労引当金繰入額 10 

減価償却費 407 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年２月28日現在）

現金及び預金勘定 13,731百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △8,566 

現金及び現金同等物 5,164 

 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年２月28日現在）

現金及び預金勘定 13,324百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,042 

現金及び現金同等物 7,281 

 

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年２月28日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年６月１日　至　

平成22年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　50,910千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　  　 4,983千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

  配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年８月28日

定時株主総会
 普通株式 229 5平成21年５月31日 平成21年８月31日 利益剰余金 

平成22年１月13日

取締役会 
普通株式 459 10平成21年11月30日平成22年２月15日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年12月１日　至平成21年２月28日）

 
卸売事業
（百万円）

小売事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 6,360 2,402 69 8,831 － 8,831

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 17 0 35 53 △53 －

計 6,377 2,402 105 8,885 △53 8,831

営業利益又は営業損失 (△) 1,722 △71 △14 1,636△1,202 433

　

当第３四半期連結会計期間（自平成21年12月１日　至平成22年２月28日）

 
卸売事業
（百万円）

小売事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 8,390 2,168 187 10,747 － 10,747

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 19 2 31 53 △53 －

計 8,409 2,171 219 10,800 △53 10,747

営業利益又は営業損失 (△) 1,920 △172 1 1,748△1,132 616

　

前第３四半期連結累計期間（自平成20年６月１日　至平成21年２月28日）

 
卸売事業
（百万円）

小売事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 22,8508,042 283 31,176 － 31,176

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 143 1 113 258 △258 －

計 22,9948,043 396 31,434△258 31,176

営業利益又は営業損失 (△) 5,558 △478 △95 4,984△3,562 1,421

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年６月１日　至平成22年２月28日）

 
卸売事業
（百万円）

小売事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 24,3297,742 424 32,496 － 32,496

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 80 3 104 187 △187 －

計 24,4107,745 528 32,684△187 32,496

営業利益又は営業損失 (△) 5,360 △547 25 4,838△3,516 1,322
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（注）１．事業区分の方法及び各事業の内容

当社グループの事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。

また、これら事業区分の内容は次のとおりであります。

事業区分 事業の内容

卸売事業
種苗会社・生産者への園芸商材（野菜種子・花種子・

球根・苗木・農園芸資材）の卸売

小売事業

ホームセンター・通信販売・直営園芸店を通じた園芸

愛好家への園芸商材（野菜種子・花種子・球根・苗　木

・農園芸資材）の販売

その他事業 造園工事・その他

 

　　　２．会計処理の方法の変更

  前第３四半期連結累計期間

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1)に記載の通り、第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間における営業利益が、卸売事

業で４百万円減少し、営業損失が小売事業で１百万円増加しております。

　

  （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2)に記載の通り、第１四半期連結会

計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号

　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。これにより、当第３四半期連結累計期

間における卸売事業の営業利益が１百万円増加しております。

　

　　　　（リース取引に関する会計基準の適用）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(3)に記載の通り、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13 号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16 号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始す

る連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結

会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転

外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。これによるセグメント情報に与える影響はありません。

　

当第３四半期連結累計期間

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）が適用されたことに伴

い、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

　なお、当第３四半期連結累計期間においては、工事進行基準に該当する工事契約はなく、すべての工事について

工事完成基準を適用しております。

　これによるセグメント情報に与える影響はありません。　
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年12月１日　至平成21年２月28日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 6,784 850 876 321 8,831 － 8,831

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 447 259 30 116 854 △854 －

計 7,2311,109 907 437 9,686△854 8,831

営業利益又は営業損失 (△) 1,615△195 △31 △77 1,311△877 433

　

当第３四半期連結会計期間（自平成21年12月１日　至平成22年２月28日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 6,6901,4871,2941,27510,747 － 10,747

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 569 675 168 399 1,813△1,813 －

計 7,2602,1631,4621,67412,560△1,81310,747

営業利益又は営業損失 (△) 1,618 18 △9 48 1,675△1,059 616

　

前第３四半期連結累計期間（自平成20年６月１日　至平成21年２月28日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 21,1243,4164,3942,24031,176 － 31,176

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 1,7961,315 421 994 4,527△4,527 －

計 22,9204,7324,8163,23435,704△4,52731,176

営業利益又は営業損失 (△) 4,504△299 333 44 4,582△3,1611,421

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年６月１日　至平成22年２月28日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 21,0643,7514,3713,30832,496 － 32,496

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 1,7861,162 476 1,2584,683△4,683 －

計 22,8504,9144,8474,56637,179△4,68332,496

営業利益又は営業損失 (△) 4,766△274 84 185 4,761△3,4391,322
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（注）１．地域は、地理的近接度及び事業活動の相互関連性等を考慮して区分しております。

　　　　日本以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米……………アメリカ合衆国、メキシコ合衆国ほか

(2）欧州……………オランダ王国、フランス共和国、英国、スペイン王国、デンマーク王国ほか

(3）その他地域……………タイ王国、ブラジル連邦共和国、チリ共和国、南アフリカ共和国、大韓民国ほか

２．会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1)に記載の通り、第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、日本で５百万

円減少しております。

　

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2)に記載の通り、第１四半期連結会

計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号

　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。これにより、当第３四半期連結累計期

間の営業利益が欧州で１百万円増加し、その他地域で０百万円減少しております。

　

　　　　（リース取引に関する会計基準の適用）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(3)に記載の通り、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13 号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16 号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始す

る連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結

会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転

外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。これによるセグメント情報に与える影響はありません。

 

当第３四半期連結累計期間

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）が適用されたことに伴

い、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

　なお、当第３四半期連結累計期間においては、工事進行基準に該当する工事契約はなく、すべての工事について

工事完成基準を適用しております。

　これによるセグメント情報に与える影響はありません。　
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【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成20年12月１日　至平成21年２月28日）

 北米 欧州 その他地域 計 　

Ⅰ　海外売上高（百万円） 878 762 633 2,273 　

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 8,831 　

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に

占める割合（％）
9.9 8.6 7.2 25.7 　

　

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年12月１日　至平成22年２月28日）

 北米 欧州 その他地域 計 　

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,498 1,294 1,556 4,348 　

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 10,747 　

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に

占める割合（％）
13.9 12.0 14.5 40.5 　

　

　前第３四半期連結累計期間（自平成20年６月１日　至平成21年２月28日）

 北米 欧州 その他地域 計 　

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,471 4,388 3,497 11,358 　

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 31,176 　

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に

占める割合（％）
11.1 14.1 11.2 36.4 　

　

　当第３四半期連結累計期間（自平成21年６月１日　至平成22年２月28日）

 北米 欧州 その他地域 計 　

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,764 4,371 4,473 12,609 　

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 32,496 　

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に

占める割合（％）
11.6 13.5 13.8 38.8 　

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米……………アメリカ合衆国、メキシコ合衆国ほか

(2）欧州……………オランダ王国、フランス共和国、英国、スペイン王国、デンマーク王国ほか

(3）その他地域……………タイ王国、ブラジル連邦共和国、チリ共和国、南アフリカ共和国、大韓民国ほか

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年２月28日）

前連結会計年度末
（平成21年５月31日）

１株当たり純資産額 1,599.49円 １株当たり純資産額 1,574.47円

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり四半期純損失金額（△）　　　　　 △18.75円 １株当たり四半期純利益金額　　　　　 24.64円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △927 1,131

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△927 1,131

期中平均株式数（千株） 49,489 45,927

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額 7.00円 １株当たり四半期純利益金額 12.75円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

四半期純利益（百万円） 346 585

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 346 585

期中平均株式数（千株） 49,489 45,927

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成22年１月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(1) 中間配当による配当金の総額　　　　　　459百万円

　(2) １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　 10円

　(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成22年２月15日

（注）　平成21年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年４月14日

株式会社サカタのタネ

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 河合　寛      印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 秋山　茂盛　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サカタの

タネの平成20年6月1日から平成21年5月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成20年12月1日から平成21

年2月28日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成20年6月1日から平成21年2月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サカタのタネ及び連結子会社の平成21年2月28日現在の財政状

態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更２．(1)に記載されているとおり、会社は、第1四半期連

結会計期間より、通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準を、原価法から原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年４月14日

株式会社サカタのタネ

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮本　敬久      印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 秋山　茂盛　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サカタのタ

ネの平成21年6月1日から平成22年5月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成21年12月1日から平成22年2

月28日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成21年6月1日から平成22年2月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四

半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続そ

の他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サカタのタネ及び連結子会社の平成22年2月28日現在の財政状態、

同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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